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事業純益の推移� （単位：百万円）

令和３年３月期 令和４年３月期 令和５年３月期

事 業 純 益 930 2,515 728

実 質 事 業 純 益 1,195 2,515 728

コ ア 事 業 純 益 1,087 2,180 829

コ ア 事 業 純 益
（投資信託解約損益を除く） 1,824 2,500 829

・�実質事業純益は、受益証券解約損の計上による有価証券利息配当金の大幅
な減少を主因とした�資金運用収益の減少等により、前年比17億円、71.05％
減少の７億円、国債等債券関係損益を除いたコア事業純益は、同13億円、
61.95％減少の８億円となりました。

（注）1.�事業純益＝事業収益－（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸
倒引当金繰入額

　　2.実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　3.コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益※
　　※�国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等

債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

令和５年
３月期

事業純益

コア事業純益
（投資信託解約損益を除く）令和３年

３月期
令和４年
３月期

２，５１５

９３０

２，５１５

７２８

２，５００

８２９７２８ ８２９

１，８２４

実質事業純益

コア事業純益

１，１９５１，０８７

２，１８０

単体自己資本比率の推移� （単位：百万円、％）

令和３年３月末 令和４年３月末 令和５年３月末

自 己 資 本 額�🄐🄐 161,481 160,704 156,421

リスク・アセット�🄑🄑 1,181,821 1,248,857 1,286,462

自己資本比率＝🄐🄐🄐🄑🄑🄐100 13.66 12.86 12.15
・�バーゼルⅢの段階適用の影響による自己資本額の減少や市場運用の拡大に
よるリスク・アセットの増加を要因に、自己資本比率は、前年比0.71ポイン
ト低下し、12.15％となりました。

・�国内基準（４％）および国際統一基準（８％）を上回り、高い安全性・健
全性を維持しています。

８％ 自己資本
比率

令和3年
3月末

令和4年
3月末

13.66％ 12.86％

令和５年
３月末

12.15％

 不良債権の状況

令和５年
３月末

令和４年
３月末

合計 708

危険債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

合計 749
10

48

738
660

農協法および金融再生法に基づく開示債権（単体）の推移�（単位：百万円、％）
債権区分 令和４年３月末 令和５年３月末 増　減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�① 10 48 37

危 険 債 権② 738 660 △78

要 管 理 債 権③ － － －

（うち三月以上延滞債権） （－） （－） （－）

（うち貸出条件緩和債権） （－） （－） （－）

小計（①＋②＋③＝Ａ） 749 708 △40

正 常 債 権④ 268,074 278,275 10,201

債権額合計（Ａ＋④＝Ｂ） 268,823 278,984 10,160

不良債権比率
（Ａ🄐Ｂ🄐100） 0.27 0.25 △0.02

・�不良債権比率は、不良債権額の減少と正常債権額の増加により、前年比0.02
ポイント低下の0.25％となりました。
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事業の概況

 経営環境

経済情勢
　令和４年度のわが国経済は、資源高の影響を受けつつも、新型コロナウイルス感染症抑制と経済活動の両立が
進むもとで、回復基調となりました。新潟県内では、個人消費に持ち直しの動きがみられたものの、生産等には
足踏みがみられました。

農業情勢
　農業情勢では、農業者の高齢化や担い手の減少が進んでおり、生産基盤の維持・拡大における大きな課題と
なっている一方、担い手の法人化・大規模化も一段と進行しており、経営規模が二極化する中、それぞれが抱え
る経営課題も多様化しました。また、肥料・燃料等資材価格の高騰により、農業経営が危機的状況に直面する中、
本県の主要農産物であるコメについても、需要減が依然として継続する等、生産現場においては将来の経営に対
する不安要因となりました。

金融情勢
　金融情勢では、日銀によるマイナス金利政策が継続される一方、長短金利操作の運用見直しが行われたほか、
海外当局による継続的な利上げが行われ、金利は大きく変動しました。また、年度末にかけて欧米金融機関の信
用不安が高まり、金融市場は動揺しました。

 令和４年度の業績

令和５年
３月末

貯　金

貸出金

預け金

金銭の信託８７，２２４

令和３年
３月末

令和４年
３月末

１，０３９，６７３

１，８３８，１４２

２６５，１３６

５４８，１６６

１０１，３１５

９９２，６６５

１，８０４，４５１

２７５，６８５

５１８，６７３

６３，００９

１，０８７，３２２

１，８３１，２２９

２５９，８３９

５４３，８７８

有価証券

主要勘定の推移� （単位：百万円）

令和３年３月末 令和４年３月末 令和５年３月末

貯 金 1,831,229 1,838,142 1,804,451

貸 出 金 259,839 265,136 275,685

預 け 金 1,087,322 1,039,673 992,665

有 価 証 券 543,878 548,166 518,673

金銭の信託 63,009 87,224 101,315
・�貯金残高は、JAからの貯金の減少を主要因に、前年比336億円、1.83％
の減少となりました。

・�貸出金残高は、金融仲介機能の発揮に向けて積極的な融資伸長に取
り組んだ結果、前年比105億円、3.97％の増加となりました。

・�有価証券および金銭の信託の残高は、リスク管理と収益性に留意し
つつ、分散投資を行ったものの、債券の償還が多かったこと等から、
合計で前年比154億円、2.42％の減少となりました。

令和５年
３月期

経常収益

経常費用

経常利益
令和３年
３月期

令和４年
３月期

１８，４４２１８，４０２

１４，８３３

３，５６８

１３，７５４ １４，４４０

１８，８４１

４，６８８ ４，４０１

収益等の推移� （単位：百万円）

令和３年３月期 令和４年３月期 令和５年３月期

経 常 収 益 18,402 18,442 18,841

経 常 費 用 14,833 13,754 14,440

経 常 利 益 3,568 4,688 4,401

当期剰余金 3,347 4,168 4,052
・�厳しい運用環境下においてもリスク管理に留意しつつ、効率的な運
用に努めた結果、経常収益は増加したものの、市場関連費用の増加
等により経常費用も増加したことから、経常利益は、前年比２億円、
6.12％減少の44億円となりました。
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D I S C L O S U R E  2 0 2 3

事業純益の推移� （単位：百万円）

令和３年３月期 令和４年３月期 令和５年３月期

事 業 純 益 930 2,515 728

実 質 事 業 純 益 1,195 2,515 728

コ ア 事 業 純 益 1,087 2,180 829

コ ア 事 業 純 益
（投資信託解約損益を除く） 1,824 2,500 829

・�実質事業純益は、受益証券解約損の計上による有価証券利息配当金の大幅
な減少を主因とした�資金運用収益の減少等により、前年比17億円、71.05％
減少の７億円、国債等債券関係損益を除いたコア事業純益は、同13億円、
61.95％減少の８億円となりました。

（注）1.�事業純益＝事業収益－（事業費用－金銭の信託運用見合費用）－一般貸
倒引当金繰入額

　　2.実質事業純益＝事業純益＋一般貸倒引当金繰入額
　　3.コア事業純益＝実質事業純益－国債等債券関係損益※
　　※�国債等債券関係損益は、国債等債券売却益、国債等債券償還益、国債等

債券売却損、国債等債券償還損、国債等債券償却を通算した損益です。

令和５年
３月期

事業純益

コア事業純益
（投資信託解約損益を除く）令和３年

３月期
令和４年
３月期

２，５１５

９３０

２，５１５

７２８

２，５００

８２９７２８ ８２９

１，８２４

実質事業純益

コア事業純益

１，１９５１，０８７

２，１８０

単体自己資本比率の推移� （単位：百万円、％）

令和３年３月末 令和４年３月末 令和５年３月末

自 己 資 本 額�🄐🄐 161,481 160,704 156,421

リスク・アセット�🄑🄑 1,181,821 1,248,857 1,286,462

自己資本比率＝🄐🄐🄐🄑🄑🄐100 13.66 12.86 12.15
・�バーゼルⅢの段階適用の影響による自己資本額の減少や市場運用の拡大に
よるリスク・アセットの増加を要因に、自己資本比率は、前年比0.71ポイン
ト低下し、12.15％となりました。

・�国内基準（４％）および国際統一基準（８％）を上回り、高い安全性・健
全性を維持しています。

８％ 自己資本
比率

令和3年
3月末

令和4年
3月末

13.66％ 12.86％

令和５年
３月末

12.15％

 不良債権の状況

令和５年
３月末

令和４年
３月末

合計 708

危険債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

合計 749
10

48

738
660

農協法および金融再生法に基づく開示債権（単体）の推移�（単位：百万円、％）
債権区分 令和４年３月末 令和５年３月末 増　減

破産更生債権及びこれらに準ずる債権�① 10 48 37

危 険 債 権② 738 660 △78

要 管 理 債 権③ － － －

（うち三月以上延滞債権） （－） （－） （－）

（うち貸出条件緩和債権） （－） （－） （－）

小計（①＋②＋③＝Ａ） 749 708 △40

正 常 債 権④ 268,074 278,275 10,201

債権額合計（Ａ＋④＝Ｂ） 268,823 278,984 10,160

不良債権比率
（Ａ🄐Ｂ🄐100） 0.27 0.25 △0.02

・�不良債権比率は、不良債権額の減少と正常債権額の増加により、前年比0.02
ポイント低下の0.25％となりました。
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事業の概況

 経営環境

経済情勢
　令和４年度のわが国経済は、資源高の影響を受けつつも、新型コロナウイルス感染症抑制と経済活動の両立が
進むもとで、回復基調となりました。新潟県内では、個人消費に持ち直しの動きがみられたものの、生産等には
足踏みがみられました。

農業情勢
　農業情勢では、農業者の高齢化や担い手の減少が進んでおり、生産基盤の維持・拡大における大きな課題と
なっている一方、担い手の法人化・大規模化も一段と進行しており、経営規模が二極化する中、それぞれが抱え
る経営課題も多様化しました。また、肥料・燃料等資材価格の高騰により、農業経営が危機的状況に直面する中、
本県の主要農産物であるコメについても、需要減が依然として継続する等、生産現場においては将来の経営に対
する不安要因となりました。

金融情勢
　金融情勢では、日銀によるマイナス金利政策が継続される一方、長短金利操作の運用見直しが行われたほか、
海外当局による継続的な利上げが行われ、金利は大きく変動しました。また、年度末にかけて欧米金融機関の信
用不安が高まり、金融市場は動揺しました。

 令和４年度の業績

令和５年
３月末

貯　金

貸出金

預け金

金銭の信託８７，２２４

令和３年
３月末

令和４年
３月末

１，０３９，６７３

１，８３８，１４２

２６５，１３６

５４８，１６６

１０１，３１５

９９２，６６５

１，８０４，４５１

２７５，６８５

５１８，６７３

６３，００９

１，０８７，３２２

１，８３１，２２９

２５９，８３９

５４３，８７８

有価証券

主要勘定の推移� （単位：百万円）

令和３年３月末 令和４年３月末 令和５年３月末

貯 金 1,831,229 1,838,142 1,804,451

貸 出 金 259,839 265,136 275,685

預 け 金 1,087,322 1,039,673 992,665

有 価 証 券 543,878 548,166 518,673

金銭の信託 63,009 87,224 101,315
・�貯金残高は、JAからの貯金の減少を主要因に、前年比336億円、1.83％
の減少となりました。

・�貸出金残高は、金融仲介機能の発揮に向けて積極的な融資伸長に取
り組んだ結果、前年比105億円、3.97％の増加となりました。

・�有価証券および金銭の信託の残高は、リスク管理と収益性に留意し
つつ、分散投資を行ったものの、債券の償還が多かったこと等から、
合計で前年比154億円、2.42％の減少となりました。

令和５年
３月期

経常収益

経常費用

経常利益
令和３年
３月期

令和４年
３月期

１８，４４２１８，４０２

１４，８３３

３，５６８

１３，７５４ １４，４４０

１８，８４１

４，６８８ ４，４０１

収益等の推移� （単位：百万円）

令和３年３月期 令和４年３月期 令和５年３月期

経 常 収 益 18,402 18,442 18,841

経 常 費 用 14,833 13,754 14,440

経 常 利 益 3,568 4,688 4,401

当期剰余金 3,347 4,168 4,052
・�厳しい運用環境下においてもリスク管理に留意しつつ、効率的な運
用に努めた結果、経常収益は増加したものの、市場関連費用の増加
等により経常費用も増加したことから、経常利益は、前年比２億円、
6.12％減少の44億円となりました。
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JA自己改革の取組み D I S C L O S U R E  2 0 2 3

 「にいがた農業応援ファンド」の取組み

　JAグループ新潟では「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」を基本目標とするJA自己改革
を不断の取組みとしていくため、令和４年度から令和６年度の３年間における農業者への支援パッケージとして、
「にいがた農業応援プログラム」を展開しています。
　中でも、柱となる事業の一つである「にいがた農業応援ファンド」につきまして、令和４年度は、「新潟県園
芸振興基本戦略」の取組みを新潟県および関係機関と一体となって一層推進していくため、「１億円園芸産地チャ
レンジ事業」の助成枠と助成率を拡充しました。また、「園芸生産拡大支援事業」および「新規・親元就農応援
事業」を継続し、農業者の取組みを支援しました。
　農業者の皆さまより多数の申請をいただき、審査・抽選の結果、３事業合計で282件・69,992千円の助成を採
択いたしました。
　令和５年度は、「１億円園芸産地チャレンジ事業」の助成枠をさらに拡充するとともに、スマート農業等の導
入による労働生産性の向上およびカーボンニュートラル等の環境負荷軽減に繋がる取組みに対し助成を行う「農
業イノベーション応援事業」を新設し、引き続き農業者の取組みを後押しする、より踏み込んだ支援に努めてま
いります。

にいがた農業応援ファンド取組実績（令和４年度）�（単位：件、千円）
事業名 申請件数 申請金額 採択件数 採択金額

１億円園芸産地チャレンジ 149 45,200 144 43,580

園芸生産拡大支援（担い手向け） 82 15,227 82 15,212

新規・親元就農応援 56 11,200 56 11,200

合 計 287 71,627 282 69,992

にいがた農業応援ファンドを活用して導入した農機具

令和５年度のプログラム実施内容

　直面する課題の克服にチャレンジする
担い手のあと一歩を応援し、「農業者の所
得増大」、「農業生産の拡大」、「地域の活
性化」の実現に寄与することを目的とした
ファンドを展開する。

（１）内容
　課題克服にチャレンジする担い手に、必
要な資金の一部を助成する。

（２）助成額
　90百万円

（３）助成対象事業
　①１億円園芸産地チャレンジ
　②園芸生産拡大支援
　③農業イノベーション応援
　④新規・親元就農応援

１．「にいがた農業応援ファンド」の展開 2.担い手向け金融支援策の提供

（１）「担い手支援資金」（愛称：アグリＶ）
の継続

　借入当初３年間において利子補給・保

証料助成により実質金利負担が最大年

1.57％軽減となるアグリＶの取扱いを継

続する。

（２）保証料助成の継続
　農業近代化資金にかかる県農業信用基

金協会保証料の助成を継続する。

３．プログラムの推進・支援体制の構築

（１）「JAグループ新潟担い手サポート
センター」との連携

　中央会・連合会による事業横断的な担い

手サポートセンターと連携し、担い手の多

様なニーズへの総合的な対応に努める。

（２）専門家等の活用による相談支援機
能の強化

 担い手サポートセンターは、農業の現場

に精通した専門家の活用により、担い手の

相談支援に必要な体制を確保する。
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事業の概況

 対処すべき課題

　令和５年度は、第18次中期経営計画の中間年度となり、ＪＡにおいては、“農業・地域・くらしに貢献し、組
合員・利用者を支え続けるＪＡバンク” の実現に向け、農業・地域金融機関としての機能発揮や持続可能な収益
構造の構築等の取組みを加速させる重要な年度となります。
　当会としても、経営環境の変化に適応しつつ、役職員が一丸となって、事業基本方針および重点実践事項に掲
げる取組みを着実に実践し、安定した利益還元と充実した機能還元により、ＪＡの事業変革の取組みを支援して
いくとともに、「長期ビジョン」の実現に向けた取組みを進めます。

地域農業・経済への貢献
　ＪＡと一体となって、農業者の経営安定、所得増大、経営課題解決に向けた的確な提案を実践するとともに、
食農関連企業をはじめとする地元企業等への適切な資金供給や、多角的なコンサルティング・サービスを展開す
ることにより、地域農業・経済の更なる発展に貢献していきます。

ＪＡ事業変革の一体的実践
　総合事業の強みを発揮し、一層必要とされる地域金融機関を目指して、組合員・利用者目線での商品・サービ
スの提供や業務の合理化・効率化などの事業変革を、ＪＡと一体となって実践することにより、ＪＡの持続可能
な収益構造・事業運営体制の構築に取り組みます。

持続可能な経営基盤の確立・強化
　安定した利益還元に向け、有価証券運用の拡充により収益力を強化するとともに、ＡＬＭ運営やリスク管理な
どの経営管理機能を高度化し、健全性を維持していきます。
　また、より強靭な組織を目指し、業務効率化や人材マネジメント、ＥＳＧ経営に取り組むことにより、長期ビ
ジョンを達成できる持続可能な経営基盤を確立・強化していきます。


